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法 人 の 目 的 の 範 囲 と 構 成 員 の 協 力 義 務 の 限 界 論 と の 関 係
山
田
創
四 三
私 学 判 は
じ
め
見 説 例 に
はじめに
か つ て私は、
論文の中で、
構成員の思想・信条の自由(
憲法一九条)
を侵害するか問題とな
っ た 法 人 の 政 治
献金や法人の災害救援資金の寄付の場面
において、
法 人 の 「 目 的 の 範 囲 」
(民法
四
三条の問題)と構成員の「協
力 義 務 の 限 界 」
(民法九O条の問
題)
の議論を、
法
人の
「目的の範囲内」であるが構成員の「協力義務の限界」
を超えると二段階に分けて行う議論
(二段階説)
に反対し、
法人の「目的の範囲」の議論と構成員の「協力義
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
務の限界」の議論は構成員の思想
・
信条の自由を問題にする限りにおいては一致すべきで、
法人の
「
目 的 の 範
囲 内 」
であるが構成員の
「 協 力 義 務 の 限 界 」
を超える場合は存在しないとし
て、
法人の
「目的の範囲内
」で
あ
れば構成員は協力義務を負い、
法人の「目
的の範囲外」
であれば構成員は協力義務を負わないと解すべきであ
る (
一 段 階説)と主張した 。
両説の
対立を簡略化するならば、
構成員の思想
・
信条の自由の侵害という議論を、
一段階説は法人の「目的の範囲」の枠組み
でのみ行う
(法人の「目的の範囲」と
「 協 力 義 務 の 限 界 」
は同一の
判断にな
る)
のに対し、
二段階説は「協力義
務の限界」という枠組みで行う
(法人の「目的の範
囲」と
「 協 力
義務の限界」は別々の判断になる)こ
とを一認める立場であると整理することができる
が、
私は理論的に一段階
説の方が妥当な解決を導くことができると論じてきた。
そもそも、
最 高 裁において、
構成員の思想
・
信条の自由の侵害がある場合に、
法人の
「 目 的 の 範 囲
外」とし
て一段階説を採用した南九州税理士
会政治献金事件最高裁判決
(以下
「税理士会最高裁判決」
と呼ぶ)
と 、
法
3 
人 の
「目的の範囲内
」で
あ
るが構成員の「協力義務の限界」を
超えると判断して二段階説を採用
した国労広島
地 方 本 部 組 合 費 請 求 事 件 最 高 裁 判 決
(以下
「 国 労 最 高 裁 判 決 」
と呼ぶ)
の対立があり、
学説からは、
二段階説
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と一段階説のどちらがすぐれているか多くの議論が展開さ
れ、
現段階では学説上は二段階説を支持する見解の
方が有力であ る と 指 摘 さ れ て い
記
。
もっとも、
憲法学者である岡田教授は、
群馬司法書士会震災復興支援金事件最高
裁判決
(以下
「 司 法 書 士 会
最高裁判決」と呼ぶ)
の残された検討課題として、
「「 目 的 の 範 囲 』
の判断と「協
力義務』
の 判 断 の 関 係 を ど
の
よ うに位置づけるか 」
、
す な わ ち 、
「二つの判断を別に々行うのか、
それとも両者を一体として行うのか」
とい
(6) 
う 問 題 が 存 在 し て い る と 指 摘 さ れ 、
また、
私法学会のシンポジウム「団体論・法人論の
現代的課題」
におい
て、
(7) 
実 務
家 斎 藤 幸 光 氏 か ら 大 村 敦 志 教 授に対し、
この問題に関する質問が出されている。
従って、
こ う し た 理 論 的
問題を解明することが、
実務・学説双方の面で重要な課題になっていると思われる。
ま た 、
私見の一段階説に対する批判は出尽くしていると思われることから、
こ う し た 批 判 を 踏 ま え た 上 で 、
二段階説が有力であることに鑑み、
再
度、
私見の正当性を訴えるべく本稿を執筆する次第である。
判
例
二 段 階説と一段階説の議論の対立 の 原 因は、
最高裁判決が理論 的に一貫しない判決を下 し て き た こ とに帰因
するといえる。
法 人 の 政 治 献 金 と 法 人 の 災 害 救 援 資 金 の 寄 付 が 問 題 と な っ た 最 高 裁 判 決 で 、
構 成 員 か ら 寄 付 を
強 制 的に個別徴収した事 案 で あ る 国 労 広 島 地 方 本 部 組 合 費 請 求 事 件 、
南九州税理士会政治献金事件、
群 馬 司 法
書 士 会 震 災 復 興 支 援 金 事 件 を 以 下 整 理 し 、
これを検証することとする。
(ご国労広島地方本部組合費請求事件この事件は、
公職選挙に際し、
労働組合が特定
の立候補者の選挙運動支援のためその所属政党に
寄付する資
金として臨時組合費を徴収したものであるが、
これに反対の組合員はこれを納付する義務を負わな
いと最高裁
は判断した。(l)
事案の 概 要
国鉄労働組合Xが、
同組合を脱退した元組合員Y
らに対し、
脱退当時未払いであった一般組合費
及び臨時組
合 費
(その内訳は、
①昭和二三年 年 末 闘 争
資 金 二 O O 円 、
② 管 理 所 闘 争 資 金 一 O O 円 、
③ 志 免 カ ン
パ五O円な
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
いし二一
O 円 、
④炭労資金五O円、
⑤ 安 保 資
金 五 O 円 、
⑥政治意識昂揚
資 金 二 O 円 、
⑦無給職員カン
パ三
O円、
③昭和三六年春闘資金三
OO円〔但し、
う
ち三
O円は④と同じ炭労資金〕)の 支 払 い を 請 求 し た 事 件 で あ
る。
こ
れらのうち、
労 働 組 合 の 政 治 献 金に関する部分は、
昭和
三五年の総選挙に立候補した国労出身者応
援のため所
属政党に寄付する資金である⑥の臨時組合費の
請 求に関する部分で あ る 。
この⑥の臨時組合費の点に関
し、
第
(9) 
一審は、
「労働組合一般の目的の範囲をこえる」
ものであるとして、
YらはXに納入義務はないと判
示した。
ま
た 、
第二審は、
この点に関し、
組合員の
「政治的信条の自由」
に対する侵害として許されないと解
して、
Yら
(叩)
はXに納入義務がない と判示した。
そこで、
Xが上告した。
(2)
判示内容
最高 裁は、
⑥の臨時組合費に関し、
以下の理由でXの請求を棄却した。
す な わ ち 、
(a)
「 労 働 組 合は、
労働者の労働条件の維持改善その
他経済的地位の向上を図ることを主たる目
的とする団
5 
体であって」
、
組合員の「協力義務も当然に右
目的達成のために必要な団体活動の範囲に限られる」
。し
かし、
組合は、「今日においては、その活動の範囲が本来の経済的活動の域を超えて政治的
活動、
社 会 的 活 動 、
文化
的
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活動など広く組合員の生活利益
の擁護と向上に直接間接に関係する事項にも及び」
、こう
した
「労働組合の活動
の拡大は、
そこにそれだけの社会的必然性を有するものであるから、
これに対して法律が特段の制限や規制の
措置をとらない限り、
これらの活動そのものをもって直ちに労働組合の目的の範囲外であると
し、
あ る
いは労
働組合が本来行うことのできない行
為であるとすることはできない。
」
も っ と も 、 「 そ の こ と か ら 、
労働組合が
その目的の範囲内においてするすべての活動につき当然かつ一様に組合員に対して統制力を及ぼし、
組合員の
協力を強制することができるものと速断
することはできない」
のであって
、 「
この点に関して格別の立法上の
規 制 が 加 え ら れ て い な い 場 合
でも、
問題とされてい
る具体的な組合活動の内容
・性質、
こ れについ
て組合員に
求められる協力の内容・程度・態様
等を比較考量し、
多数
決原理に基づく組合活動の実効性と組合員個人の基
本的利益の調和という観点から、
組合の統制力とその反面としての組合員の協力義務の範囲に合理
的な限定を
加えることが必要であ
る 。
」
(b)
「 労 働 組 合 が 労 働 者 の 生 活 利 益 の 擁 護 と
向上のために、
経済
的活動のほかに政治的活動をも行うことは、
今日の
ように経済的活動と政治的活動との聞に密接ないし表裏の関係のある時代においてはある程度まで必
然
的であり、
これを組合の目的と関係のない行為としてその活動領域から排除することは、
実際的でなく、
また
当を得たものでもない。
それゆえ、
労働組合がかかる政治的活動をし、
あるいは、
そのための費用を組合基金
の う ち か ら 支 出 す る こ と 自 体
は、
法的には許されたものというべきである」とする。
(c)
「 政 治 的 活 動は一定の政治的 思 想
、見
解、
判断等に結びついて行われるもので
あり、
労働組合の政治的活
動の基礎にある政治的思想、
見解、
判断等は、
必ずしも個々の組合員の そ れ と 一 致 す る も の ではない
から、
も
ともと団体構成員の多数決に従って政治的行動をする
ことを予定して結成された政治団体とは
異なる労働組合
と し ては、
その多数決に
よる政治的活動に対してこ
れと異なる政治的思想、
見解、
判断等をも
っ 個 々 の 組 合 員
の協力を義務づけることは、
原則として許されないと考えるべきである。
かかる義務を一般的に認めることは、
組合員の個人としての政治的自由、
特に自己の意に反
して一定の政治的態度や行動をとることを
強制されない
自由を侵害することになるからである。
」
(d
)「 労 働 組 合 の 政 治 的 活 動 と そ れ 以 外
の活動とは実際上しかく裁然と区別できるものではなく、
一定の行
動が政治的活動であると同時に経済的活動として
の性質をもつことは稀ではないし、
また、
それが政治的
思想、
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
見解、
判断等 と 関 係 す る 度 合 い も 必 ず し も 一 様 ではない。
したがって、
労働組合の活動がいささかでも政治的
性質を帯びるものであれば、
常にこれに対する組合員
の協力を強制することができないと解す
る こ とは、
妥当
な解釈とはいいがたい。
例えば、
労 働 者 の 権 利 利 益
に直接関係する立法や行 政 措 置 の 促 進 又は
反対のためにす
る活動の ご と きは、
政治的活動としての一面をもち、
そのかぎりにおいて組合員の政治的思想、
見解、
判断等
と全く無関係ではありえないけれども、
それとの関連性
は稀薄であり、
むしろ組合員個人の
政治的立場の相違
を超えて労働組合本来の目的を達成するた
めの広い意味における経済的活動ないしはこれに
付随
する活動であ
るともみられるものであって、
このような
活動について組合員の協力を要求しても、
その政
治的自由に対する
制約の 程 度は極めて軽微なものと い う こ と が で き る 。
それゆえ、
このような活動について
は、
労働組合の自主
的 な 政 策 決 定 を 優 先 さ せ 、
組 合
員の費用負担を含む協力義務を肯定すべ
きである。
」
(
e
)政
治意識昂揚
「 資 金は、
総選挙に際し特定の立候補者支援のためにその所属政党に寄
付する資金 で あ る
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が 、
政党や選挙による議員の活動は、
各種の政治 的 課 題 の 解 決 の ために労働者の生活利 益
とは関係のない広 範
な領域にも及ぶものであるから、
選挙においてどの政党又はどの候補者を支持するかは、
投票の自由と
表裏を
8 
なすものとして、
組合員各人が市民としての個人的な政治的
思想、
見解、
判断ないしは感情等に基づ
いて自主
的 に 決 定 す べ き 事 柄 で あ る 。
したがって、
労働組合が組織として支持政党又はいわゆる統一候補を決定
し、
そ
の選挙運動を推進すること自体は自由であるが::
:、
組合員に対してこれへの協力を強制するこ
と は 許 さ れ な
いというべきであり、
その費用の負担についても同様 解すべき」である。
(3)
分析
最高裁は、
労働組合が「政治的活動をし、
あるいは、
そのための費用を組合基金のうちから支
出すること自
体 は 、
法的には許されたものというべきである」
(目的の範囲内)としつ
つ、
政治献金の資金を
組合員から強制
的 に 個 別 徴 収 す る こ と に 関 し て
は 、 「 組
合員に対してこれへの協力を強制することは許されな
い」
(協力義務の
限 界 を 超 え る ) と し て 、
二段階説を採用した。
しかし、
一審は、
二段
階説でなく、
「目 的 の 範 囲 外 」
として一段
階説を採用していたことに注意する必要がある。
(ニ)南九州税理士会政治献金事件この事件は、
国労広島地方本部組合費請求事件と同
じく、
構成
員から政治献金の資金を個別徴収した事案
で
あったが、
最高裁は、
税理士会が政治資金規正法上の政治団体に金員を寄付すること
は 、
法 で 定
められた税理
士 会 の 目 的 の 範 囲 外 の 行 為 で あ
り 、
そのために会員か
ら特別会費を 徴 収 す る 旨 の 税 理 士 会 の 総 会 決 議 は
無 効 で
(日)
あ る か ら 、
構成員にその協力を義務付けることはできないとした。
(l)
事 案 の 概 要
南九州税理士会Yは、
税理士を構成員として設立さ
れた法人であるが、
Y の 定 時 総 会
において、
税理 士 法 改
正運動に要する特別資金とするため各会員から特別会費として金五000円を徴
収 し 、
税
理士の社会的、
経済
的地位の向上を図るなどの政治活動を行うことを目的
として設立された政治資金規正法
上の政治団体である南
九 州 各 県 税 理 士 政 治 連 盟に寄付する旨の決議 が な さ れ た 。
ところが、
Yの会員であるX
はこれに反対して特別
会費の納入を拒否したため、
Yは
その規則に基づきXの有していた役員の選挙権及び
被選挙権を停止し、
Xを
選挙人名簿に登載しないまま役員選挙を実施した。
そこで、
Xは、
公的性質をもっ強
制加入団体である税理士
会が政治資金規正法上の政治団体である南九
州各県税理士政治連盟に金員を寄付するのは税理士
会の目的の範
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
囲外の行為であるとして、
①特別会費五000円の納入義務が存在しないことの確認を求め
ると向時に、
②特
別会費の滞納を理由として役員選挙におけるXの選挙権及
び被選挙権を停止したYの措置は
不法行為であると
して、
慰謝料五OO万円の支払いを求める訴えを提起した。
第一審は、
強制加入の公益
法人である税理士会が、
会員の政治的信条を無視して政党や特定政治家の後援会に政治資金を寄付するこ
とは、
法人の目的外の行為で
あり、
政治資金を寄付する旨の決議は
民法
四三
条に違反して無効であること、
税 理 士 法
の一部改正に賛成する
か否かは、
各税理士が個 人 的 、
か っ 、
自主的な思想、
見解、
判断等に基づいて決定すべ
き事であるから、
それ
について多数決でもって会員を拘束し、
反対の意思表示をした会員に対してその協
力を強制することは許され
ず 、
また、
右運動に要する特別資金とするため特別会費の納付を強制することは、
反
対の意思表示をした会員
に対し一定の政治的立場に対する支持の表明を強制することに等しく許されないことを
理 由に、
Xの①の請求
(ロ)
を認め、
②の請求も一五O万円とその遅延損害金の限度で認容した。
しかし、
第二審は、
税理士業務の改善、
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進歩を図り、
納 税 者 の ための民主的税 理 士 制 度 及 び 租
税 制 度 の 確 立 を 目 指
し、
法の制定
や 改 正に関し、
関係団
体 や 関 係 組 織に働きかけるなど の 活 動 を 推 進 す
る団体に、
税理士会が寄付を行うこと
は、
目的の範囲内の行為
10 
で あ る こ と 、
本 件 寄 付 の 決 議は、
特別会費をもって、
南九州各県税理士政治連盟を通じて特定政党、
特定政治
家へ政治献金を行うことを目的としてされたものとは
認められないこと、
南 九 州 各 県 税 理 士 政 治 連 盟 が 特 定
の
政治家の後援会等に寄付をすると、
付随的にその政治
家の一般的な政治的立場ないし主
義 、
主張をも支援する
活動をしたという結果を生じるが、
その 関 係は迂遠か
つ希薄であるからXの政治的思
想、
信条の自由を侵害
す
(日)
る も の とはいえないことな ど を
理由に、
Xの①②の請求を棄却した。
そこで、
X が 上 告 し た
。
(2)
判示内容
最高裁は、
税理士会が政党など政治資金規正法上の政治団体に金員の寄付をすること
は、
たとい税理士に係
る法令の制定改廃に関する政治的要求を実現するためのものであっても、
税理士法で定められた税理士会の目
的(
税 理 士 会は、
税理士の使命及び職責にかんが
み、
税理士の義務の遵守及び税理士業務
の 改 善 進 歩 に 資 す る
ため、
会員の指 導 、
連絡及び監督に関する事務を行うことを目的とする)
の 範 囲 外 の 行 為 で あ り 、
こうした寄
付をするために会員から特別会費を徴収する旨の決議をすることは無効であると解し
ている。
す な わ ち 、
(a)
「税理士会は、税理士の使命及び職責にかんがみ、税理士の義務の
遵守及び税理士業務の改善進歩に資す
るため、
会員の指 導 、
連絡及び監督に関する事務を行
う」
という公的な目的を有し、
し か
も 、
「 法 が 、
あらかじ
め、
税理士にその設立を義務 付
け、
その結果設立されたもので、
そ の 決 議 や 役 員 の 行 為
が 法 令 や 会 則に反した
りするこ と が な い よ うに、
大蔵大臣の」
監督に服する法人で
あり 、
また、「強制加入団体
であって、
その会員に
は、
実質的には脱退の自由が保 障 さ れ て い な い 」
団体であるから、
会 社 とはその法的
性格を 異にしており、
目
的の範囲を会社のように広範なものと解するならば
、法
の要請する公的な目的の達成
を阻害して法の趣旨を没
却する結果となる。(b)
「 税 理 士 会 は 、
法人として、
法及び会則所定の方
式による多数決原理に
より決定され た 団 体 の 意 思
に基
づ
いて活動し、
その構成員である会員は、
これ
に従い協力する義務を負い、
その一つとして会則に従って
税理士
会の経済的基礎を成す会費を納入する義務を負
う」
が 、
強制
加入の法人であることから、
会
員 の 思 想 ・ 信 条 の
自由との関係で、
「会員に要請される協力義務にも、
おのずから限界がある。
」
( c ) 「 特に、
政党など規正法上の政治団体に対して金員の寄付をするかどうかは、
選挙における投票の
自由と
表裏を成すものとして、
会員各人が市民としての個人
的な政治的思想、
見解、
判断等に
基づいて自主的に決定
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
すべき事柄であるというべきである。
なぜなら、
政党など規正法上の政治団体は、
政治上の主義若しくは施策
の推進、
特定の公職の候補者の推薦等のため、
金員の寄付を含む広範囲な政治活動をすることが当然に予
定さ
れた政治団体であり:::、
これらの団体に金員の寄付
を す る こ と は 、
選挙においてどの政党又はどの
候補者を
支持するかに密接につながる問題だからである。
」
( d ) 法
は、
「税理士会が、
税務行政や税理士の制
度等について権限のある官公署に建議し、
又は
その諮問に答
申することができるとしている
が、
政党など規正法上の政治
団体への金員の寄付を権限の
ある官公署に対する
建議 や 答 申 と 同 視 す る こ と は で き な い 。 」(e)
こうして、
公的な性格を有する税理士会
が 、
政党など政治資金規正法上の政治団体に対して金
員の寄付
を 、
「多数決原理によって団体の意思として決定し、
構成員にその協力を義務付けること
はできないというべ
きであり」
、「
税理士会がそのような活動をすること
は 、
法 の 全 く 予 定 し て い な い と こ ろ で
あ」
っ
て 、
「たとい税
理士に係る法令の制定改廃に関する要求を実現するた
めであっても、
:::税理士会の目的
の 範 囲 外 の 行 為 と い
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わ ざ る を 得 な い 。 」
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(3)
分析
最 高 裁は、
構成員の思想・信条の自由の侵害を考
慮し、
税
理士会の政治献金を目的の範囲外としており、
段階説を採用している。
な お 、
一審は一段階説であるが、
仮に権利能力の範囲内
(目的の範囲
内 )
としても協
力義務の限界を超えるとして、
二段階説にたった場合でも結論が変わらないことを論じている。
ま た 、
二審は
結論としては目的の範囲内であり
構
成員の協力義務を肯定しているものの、
理論上は目的の範囲内であるが構
成員の協力義務を否定する場合が有り得ることを前提としており二段階説であ
る。
国労 広 島 地 方 本 部 の 最 高 裁
判決の枠組みが二段階説であったことか
ら、
二
段階説の枠組みを踏襲するか
(二審)
、触
れざるを得なかった
(一審)
も の と 思 わ れ る 。
(三)群馬司法書士会震災復興支援金事件この事件は、
司法書士会が被災した
他 の 司 法 書 士 会に金員を寄付する ため
に、
会員から徴収した特別負担金
と 一
般 会 計 か ら の 繰 入 金 と で
三000
万円の金員の寄付を行ったものであるが、
最 高 裁は、
こうした寄付を司
法書士会の権利能力の範囲内であるとした上で
、本
件負担金の徴収について公序良俗に反するなど会員の協力
義務を否定すべき特段の事情があるとは認められないと判断した。
( 1 )
事 案 の 概 要
司 法 書 士 法 一
四条
(現五二条)
に基づいて設立された司法書士会であるY
が 、
阪神・淡路大震災により被災
した 兵 庫 県 司 法 書 士 会に
三0
00万円の復興支援
拠 出 金 を 寄 付 す る こ と と
し、
そ の 資 金は、
役員手当の減額 、
事 業 の 縮 小 を 含めた見直し、
旅費日当規定の見直し等による一般会計からの繰入金と、
Yの会員か
ら登記申請
事件一件当たり五O円の復興支援特別負担金の徴収による収入をもって充てる旨の総会
決議を行った。
そこ
で 、
Yの会員であるXらは、
①本件拠出金を寄付する
ことはYの目的の範囲外の行為であること、
②
強制加入
団体であるYは本件拠出金を調達するため会員に負担を強制することはできないこと等を
理由に、
本件 決 議は
無効であり会員には本件負担金の支払義務がないと主張して、
債務の不存在の確認を求めた。
第一 審は
、災
害
救援資金の寄付を
「
各 人 が 自 己 の 良 心に基づいて
自主的に決定すべき
事柄」
とし、
「司法書士会が阪神
大震災に
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
より被災した兵庫県司法書士会に金員を送金すること
は、
たといそれが倫理的、
人道的見地か
ら実施されるも
のであっても」
、
「司法書士会の目的の範囲外の行為」であると判示して、
Xらの請求を認容したが、
第二
審は、
本件寄付を 、
阪神
・
淡路大震災の被災司法書士会
・司法書士
の 業 務 の 円 滑 な 遂 行 を 経 済
的に支援し、
これに
よ
り司法書士会・
司法書士の機能の回復に資することを目的とする寄付で、
そ の 使 途 目 的 及 び 拠 出 方 法 の
公 的 性
格に着目していうならば群馬司法書士会からの
「公的支援金」
ともいえる災害救援資金の寄
付と捉えた上で、
司法書士会が災害救援資金の寄付に
「応分の負担をすることも、
社会的に相当と認められる限り、
権利能
力の
範 囲 内にある」 と
し、
「Yが多数決に
よって会員に被災者支援のための金銭的負担を求めることは、
これが会員
の思想、
信条の自由に対する何らかの制約となるとしても
、そ
の程度は軽微であって、
思想
・信
条 等 の 自 由 を
(凶)
根本的に否定するほどのものではない」
と判示し て 、
X ら の 請 求 を 棄 却 し た 。
そこで、
X ら が 上 告 し た 。
(2)
判 示 内 容
最 高 裁は、
以下の理由で 二 審 判 決 を 支 持 し 、
X ら の 上 告 を 棄 却 し た 。
すなわち、
(a)
「原審の適法に確定したと
ころによれば、
本件 拠 出 金は
、被
災した兵庫県司法書士会及び同会
所 属 の 司 法
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書 士 の 個 人 的 な い し 物 理 的 被 害に対する直接 的 な 金 銭
補てん又は見舞金という趣旨のものではなく、
被 災 者 の
14 
相談活動等を行う同司法書士会ないしこれに従事する
司法書士への経済的支援を通じて司法書士の業務の円滑
な遂行による
公的機能の回復に資することを目的とする趣旨のものであったというのである。」
(b)
「 司 法 書 士 会 は 、
司 法 書 士 の 品 位 を 保 持 し 、
その業務の
改善進歩を図るため、
会員の指導 及 び 連 絡に関す
る事務を行うことを目的とするものであるが
(司法書
士法一四条二項
〔現五二条二項:::筆者注〕)
、
その目的
を 遂 行 す る 上 で 直 接 又 は 間 接に必要な範囲
で、
他の司
法 書 士 会 と の 間 で 業 務 そ の 他について提携、
協力、
援助
等をすることもその活動範囲に含まれるというべきであ
る。
そして、
三000万円という本件拠出金の額につ
いては、
それがやや多額にすぎるのではないかという
見方があり得るとしても、
阪 神
・淡
路
大 震 災 が 甚 大 な 被
害 を 生じさせた大災害であり 、
早急な支援を行う必要があったことなどの事情を考慮すると、
その金額の大き
さをもって直ちに本件拠出金の寄付がYの目的の範囲を逸脱するものとまでいうことは
できない。
したがつ
て 、
兵 庫 県 司 法 書 士 会に本件拠出金を寄 付 す る こ と は
、Y
の 権 利 能 力 の 範 囲 内にあるというべ き で あ る 。 」
(c)
「 Y は 、
本 件 拠 出 金 の 調 達 方 法についても、
それ
が公序良俗に反するなど会員の協力義務を否定すべき特
段の事情がある場合を除き、
多数決原理に基づき自ら
決定することができるものというべきであ
る 。
これを本
件についてみると、
Yがいわゆる強制加入団体である
こ と
(同法一九条〔現五七
条:::筆者注〕)を考慮しても、
本件負担金の徴収は、
会 員 の 政 治 的 又 は 宗 教 的 立 場 や
思想信条の自由を害するものではなく、
また、
本 件 負 担
金の額も、
登記申請事件一件につき、
その平均報酬約
二万一000円の0
・
二 % 強に当たる五O円 で あ り 、
こ
れ を
三年
間の範囲で徴収するというものであって、
会員に社会通念上過大な負担を課するものではないのであ
るから、
本件負担金の徴収について、
公序良俗に反す
るなど会員の協力義務を否定すべき特段の事情があると
は認められない。
」
( d ) 「 本
件決議の効力はYの会員であるXらに対して及ぶものというべきである
。 」
( 3
)分
析
最高裁は、
司法書士会が震災復興支援拠出金を寄付することは権利能力の範囲内
( 「
目的の範囲内
」 )
で あ る
とした上で、
本 件 負 担 金 の 徴 収は会員の政治的又は宗教的立場や思 想 信 条 の 自 由 を 害 す
るものではなく会員の
「協力 義 務 」
を否定すべき特段の事情はないと
して、
二段階説に立っている。
また、
反対意
見を展開した深津
武 久 裁 判 官は、
思想・信条の自由という観点からでなく、
寄付の金額の過大さという点から
本件拠出金の寄付
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
はYの「目的の範
囲」
を超
えたものであるとしており、
また、
決議に従わない会員に対す
る制裁の厳しさとい
う点から本件負担金の徴収は会員に協力を求め得る限界を超えたものであるとしてい
て、
思想
・信条の自由の
侵害に関する二段階説で ない。
さ らに、
反対意見を展開した
横 尾 和 子 裁 判 官 も 、
思想
・信条の自由という観
点からでなく、
寄 付 の 金 額 の 過 大 さ と い う 点 か ら 本 件 拠 出 金
の寄付はYの「目的の範囲」
を
超えたものである
としており、
思想・信条の自由の侵害に関する一段階説ではない。
なお、
第一審は、
一段階説であり、
第二審
は二段階説に立っている。
学説
(ごニ段階説
①渡辺康行「判批」
ジ ュ リ 一 一 一 一 一 一
号 一
四
頁
(一 九 九 七 )
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「 『
目的の範囲内の行為』
では
あるが会員の協力義務はないという行為類型は、
国労
広島地本判決が示すよう
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に、
存在し得る 。
そうだとすると二つのアプローチ
(思想の自由侵害を理由として会
員の「協力義務」を否定
す る ア プ ロ ー チ と 、
思想の自由侵害を理由と
して「目的の範囲外」の行
為とするアプロ
ー チ : : : 筆 者 注 )
の清庖
いを論ずる意味はさらに大
きく
なる。」と主張される。
②市川正人「判批」ジュリ
一 七 九
号 一 一 頁
(二000)
「構成員の思想・良心と衝突するがゆえに協力を義務づけることはできない
が、
法 人
は、
一般会費から、
あ
るいは構成員の自主的な拠出に基づき金銭の支出をすることはできるということもありう
る 。
それゆえ、
法 人
の目的の範囲と構成員の協力義務の有無とは一応別個の問題として構成すべきであろう。
」と
主張される。
③ 佐 々 木 弘 通
「「人権』
論・思想良心の自由・国歌斉唱」
成城六六号五四頁
( 二 O O ニ
「団体の中の個人をめぐる問題においても、
一 方に、
団体の行う一定の行為が、
その団体の『目的の範囲内
の行為』か否か、
と い う 論 点 が あ り 、
他方に、
その行為への協力義務を団体構成員に課すこ
とが、
そ の 個 人 の
思想良心の自由を侵害するかどうか、
と い う 論 点 が あ る
。そ
し て こ の 二 点に関する判断
は、
必ずしも 重 な る も
のではない。
構成員に協力義務はないが、
なお
「目的の範囲内
の行為』とし
てその団体のなしう
る行為という
も の が あ り う る 。 」
と主張される。
④西原博史
「判批」
受新六二三号二二頁
( 二
OO三)
税 理 士 会 最 高 裁判決で
「採用された論理は、
必ずしもわかりや す い も の ではなかっ
た。
会員
個 人 の 思 想 ・ 信
条の自由を侵害するがゆえに、
民法四三条 で 認められる権利能 力 の 範 囲 を 逸 脱 す る と い う説明
は、
むしろ混 乱
を 招 く
(拙稿・ジュリ一O九九号九九
頁 )
。
そのため、
様々な強制加入団体が様々な活動を行って
いる中で、
ど
の範囲で会員に対する義務づけが許されるのかに関して、
不安定な状況が生まれた。
本
件(
群
馬司法書士会震
災 復 興 支 援 金 事
件 ・
・ ・ ・ ・
・ 筆
者注)
の 第 一 審 と 控 訴 審 で 結 論 が 分 か れ た の
も 、
そうした状況に基づいている。
本 件
判 決
(司法書士会最高裁判決:::筆
者 注 )は、
この不安定な状況の中で、
法 的 構 造 の 明 確
化を狙うものである。
ここでは、
会員の協力義務の限界を超える義務づけが
、民
法九O条の公序良俗条項を媒介
項 と し て 無 効 化 さ れ
るという枠組が採用された。
これにより判決は
、権
利能力の問題を、
人 権 の私人間適用の媒介と な る 一 般
条 項
の問題から切り離し、
それぞれ別個の論点であることを明らかにした。
こ の 論 点 の 分 割
により、
法人の権利能
力に関する論点は、
会員への義務づけが許される限度の問題といった複雑な要素から純
化 さ れ 、
定款
・寄付行
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
為や設置法律の解釈の問題となる。
」と
す る 一 方 、
「もとより、
会の目的の範囲内であ
っても会員の権利
を侵害
するがゆえに協力義務が否定される事例は考えられる。
それ を 正 面 か ら 認 め る の が 、
本件
の枠組である。
団 体
の組織目的の中核で会員の協力義務が強く要請されるのは確かであ
り 、
金額の 多 寡 を
含め、
組織目的との距
離
が 微 妙 な 問 題は、
会員の権利制限の許
容 性に絡めて扱う べ き で あ ろ う 。
」と
主 張 さ れ る 。
⑤岡田信弘「判批」
法 教 二 六 九 号 五 一 百 ハ
(二OO
三)
「憲法学の立場からすれば、
本判決
(司法書士会最高裁判決:::筆者注)
で多数を占めることとなった別々
に判断するアプ
ローチ
(
二段階説:::筆者注)
の方が
より妥当な解釈と評価することになるように思われる。
一般に、
従来の憲法学では、
法人に対する自由の保障の限界
( H
『目的の範囲』の問題)
と 、
法人と構成員の
自由の
関係
(H
「協力義務』の問題)
と を 別 個に論じてきたし、
また会の目的の範囲内であっ
ても会員の権利
を侵害するがゆえに協力義務が否定される場合のあることを考慮してきたからである。
本
判決で、
南九州税理
士会事件最高裁判決の判断枠
組み
(一段階説:::筆者注)
が 最 終 的に放棄されたのか ど う かは定かで
な い 。
事
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案の特殊性からの判断と考える余地があるからである。
不 明 確 の ま ま 残 さ れ て い る 問 題 と 位 置 づ け た ゆ え ん で
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あ る 。 」
と 主 張 さ れ る 。
⑥瀧川裕英
「集合行為と集合責任の相克
群馬司法書士会事件における公共性と強制
性」
法 時 七 五 巻 八 号 一 五
頁(
二OO
三)
二段階説は
「学
界でも多数説である」
とされた上で
、以
下のように
主張され る 。
すなわち、
「 二 段 階説には一
段階説にない理論的利 点 が あ る 。
一段階説では、
目的の範囲に関する判断と思想信条の自由
に関する判断が 一
体 化 さ れ た 結 果 と し て 、
法 人 の 権 利 能 力 の
射程が不安定化するし、
そ れ と 同 時に思想信条の自由の 保 障 も 不 安
定化する。
そ も そ も 理 論 的に考えれば、
『全 員 一 致 の 同 意 が あ っ た 場 合 で も 行 い え な い 活 動 が
あ る 』
と い う 全 員
一 致 の 限 界 の 問 題 と 、
「多数決で決定した場
合でも少数者に協力義務を課しえないことが
ある』という多数決
の 限 界 の 問 題は異なる。
目 的 の 範 囲 の 問 題は全員一致の 限 界 の 問 題 で あ
り、
個人の協力義務の問題は多数決の
限 界 の 問 題 で あ る 。
法解釈としては、
前者の問
題は民法
四三
条の解釈の問題であるのに対し、
後者 の 問 題は民
法一条 、
九O条等の趣旨を通じた憲法の私人間適用の問題となる。」と主張される。
⑦小倉一志「判批」北法五
四巻四号
一八
四頁
(二OO
三)
「現在では、
『二
段階』
説の方が学説の支持を得ているといえよう。」と主張される。
⑧織田博子「判批」リマlクス二七号一
三頁
(二OO
三)
「このような判断枠組み
( 二
段階説:::筆者注)
は、
全てを法人の目 的 の 範 囲 内 の 行 為 か 否 か で 判 断 す る 枠
組み
(一段階説:::筆
者注)
と比 べ て 、
柔軟性を有すると評価することができよう:::。
た と え ば 、
弁護士会
のスパイ防止法反対運動がその
『目的の範囲』
内の行為であるか否かが問題となった日弁連スパイ防止法反対
運動事件
(最判平一
0・三・
二二自正
四
九巻五号一二三頁)
のような場合には、
おそらくこのよう
な 活 動 が 弁
護士会の目的の範囲に入ることについては、
多くの賛成を得られるであろうが、
法 案に賛成の 弁 護
士 か ら ス パ
イ防止法反対運動のための特別会費を徴収する
こ とは、
認められないであろうから、
このようなケ
lスでは有
用性を発揮すると思われる。
」と
主張される。
⑨ 高 木 康 一
「判批」
専修法研論集専修大学大学院紀要三
四号二六頁
(二OO
四)
「たとえば、
構成員全員が団体名で政治的声明を出す決定に賛成したとしても、
そ の 声 明
に個人名を 連 ね る
ことには反対する、
というケlスも考えられよう。
こ
れは団体決定の内容とその手段の問題で
あ る 。
団体決定
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
内容とその達成手段は
「分離』して考えられるべきである。
想定される事例は、
金銭拠出にかかわ
る場合 の み
ではない。
政治 的 傾 向 を 多 分に
帯びた団体による政治的行
為は
『目的の範囲』内といえる。
け れ
ども、
人 々 の
価 値は多様であ る 。
彼女がある団体に属している
か ら と い っ て 彼 女 の 価 値 が 全 て 当 該 団 体に規定され
るわけで
はないし、
彼 女はまた同 様 他 種
の別の団体に属することもあ
る。
強 制 加 入 団 体 で あ っ て も
、
一定の政治活動や
政治的活動は認められるべきであ
る、
とする見解
もある。
こうした政治的活動一般に賛成していて
も、
個人名
を連ねることを厭う者もいよう。
一段階説に立てば、
当 該 決 定は『目的の 範 囲 』
内なのだから、
『 協 力 義 務 』 が
ある、
と い う か 、
あるいは「目的の範囲』
外なので無効であ
る、
と い う 二 者 択 一にな
ろう。
構成員の協力義務
を目的の範囲に全て収めて、
m--t208Eロ
加
で割り切ることはできない。
範囲」
外かに審査を全て託すため、
多数者の圧制と少数者による多数者の支配というこつの危険を常
にはらん
一段階説は
「目的の範囲」
内 か
『目的の
で い る 。
目的と手段の連関をすべて目的に一元化することはできない。
浦部教 授 、
山田教授と
も群馬司法書士
会事件で、
司 法 書 士 会 側に立ち、
それぞ れ 裁 判 所に鑑定書を提出 し て い る 。
群 馬 司 法 書 士 会 事
件 の 場 合には、
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両 教 授 の 立 論 が 成 り 立 つ 余 地は十分にあったと思われ
る 。
しかし、
その他のケlスを想定し
た 場 合 、
この論法
20 
が 全 てに妥当するとは思えない。
群馬司法書士会事件とは異なったケlスにまで裁判所に対
し、
民 法
四三条
の
中に思想信条の侵害があ る か 否 か 、
または構成員の協力義務があるか否かまでも読みこんで審査するように求
めることは、
あまりに期待が大き す ぎ る の ではないだろう か 。 」 と 主 張 さ れ る 。
，..司、一
一、.......-
一段階説
①浦部法穂「団体の目的の範囲と構成員の思想信条の自由」判タ
一O八号八頁
( 二 O
O三)
「団体決定に基づく構成員への協力等の強制が構成員の
『思想信条の自由』の侵害とならないかどうかは、
当該決定にかかる行為・活動がその団体の目的の範囲内のものかどうかによると考えるべきだ」との立場 立つ。
すなわち、
「団体決定による義務づけが構成員の『思想信条の自由』侵害となる
( 『
思想』に反することを
理由とする団体決定への不服従が認められる)
のは、
その団体決定 が 、
①基本的に構成員個々人の自律的な意
思決定・価値判断に委ねられるべき事項にかかわるものである場合、
および、
②構成員個々人の人間性の核心
部分を否定することとなるような場合、
に限られる、
ということになる。
②は、
極限的な事例であろうから、
本 件 も 含めて多くは、
①にかかわる 問 題 で あ る 。
そ し て 、
①は、要するに、
団体として関心をもつことに正当
な理由の認められない場合ということになるから、
そ れは結局、
団体の目的の範囲を超える場合というのと同
義 で あ る 。
す な わ ち 、
団体決定による義務づけが構成
員の
『思
想信条の自由』侵害となるのは、
当該決定に
か
かる行為・活動がその団体の目的の範囲を超える場合であ
り、
逆に、
目的の範囲内 の 行 為 ・ 活 動 で あ る か ぎ り 、
構成員に対しそれへの協力を義務づけても、
『思想信条の自由』
侵害にはならないと解されるべきなのである。
『 思 想 信 条 の 自 由 」
侵害になるかどうかが目的の
範囲
(および協力義務)
を 限 界 づ け る の では
なく、
その逆
な
の で あ る 。
」と
主張される。
②拙稿「災害救援資金の寄付と公益法人の目的の範囲|群馬司法
書 士 会 震 災 復 興 支 援 金 事
件 の 東 京 高 裁判決を
素材として|」
山院
四
四号二
二頁
(一九九九)
、
拙稿「判批」判時一八OO号一八
三頁
(二00
コ 一
) 、
拙稿
「群
馬司法書士会震災復興支援金事件の最高裁判決の意義とその問題
点」判タ一
一 O 八 号 一 七 頁
(二OO
三)
③田中 祥 貴 「 判 批 」
六甲台論集法学政治学篇五O巻一号一五
三頁
(二OO
三)
「『国労広島地区本 部 組 合 費 請 求 事 件 』 及 び 『 南 九 州 税 理 士 会 政 治 献 金 事 件 』に
おける各判断枠組の有効性
に
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
つ い て 評 価 し て み る と 、
まず前者の枠組は、
法理論的にみて、
やや論理的整合性を欠いて
いる感を受けざるを
得ない。
つ ま り 、
公益法人であれ、
営 利 法 人 で あ れ 、
そ の 性 質に拘わらず、
法人の活動範囲
と い う も のは、
自
ずか ら 当 該 法
人の「目的の範囲内』に限定され、
他方、
その範囲内において、
構 成 員は法
人の総会決 議に拘束
されるのが 本 来 の 原 別 で あ る 。
法人の目的となる諸事項を遂行するために必要な経費であれば
、そ
の徴収方法
に公序良俗違反等の特段
の 事 情 が み ら れ な い 限
り、
構成員に当該経費負担を要請する
こ と も 当 然 と 言 え る 。
か
かる前提に立てば、
法 人 の 決 議 自 体は『目的の範 囲
内』
であるにも拘わらず、
その構成員に協力義務を
要請し
得ないという思考は混乱を招きかねない。
最高裁は、
「国労広島地区本部組合費請求事件
』に
おいて、
法人の
『目的の範囲」と構成員の協力義務に関する争点を二段階に分けて、
「 目 的 の 範 囲 内 」 で
あるが構成員に協力義
務を 課 し 得 な い 行 為 類 型 の 存 在 を 呈 示 し て い る が 、
これについては、
抑も、
労働組合の政治献
金を『目的の範
囲内』であ
る と 認 定 し た 最 高 裁 の判断に誤りがあったも
のと看取され、
本来、
その構成員の『思想・信条の
自
由 』 を 侵 害 す る よ う な 法 人 の 行 為 類 型は『目的の範囲 』 外 と 認 識 さ れ る べ き で あ る 。 「 国 労 広 島
地 区 本 部 組 合 費
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請 求 事 件 」
においても、
構成員に対する協力義務の強制が否定されるのは、
抑も、
そのよう
な 行 為 類 型 が 当 該
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法人の「目
的 の 範 囲 』
外 と 位 置 付 け ら れ る か らに他ならない 。
その
ように考えると、
構成員の
『思想・信条の
自 由 』 と い う 利 益 の 保 全 を 図 る な ら ば 、
『 南 九 州 税 理 士 会 政 治 献 金 事 件 』における判断枠組(
一段階説:::筆者
注)
の方が、
抑 も 、
憲法一九条に抵触し得る行為類型を法人の
『目的の範囲』から排除
し得ることから、
より
安定的で優れていると看取し得るとこ
ろであるD」と主張される。
四
私
見
一段階説と二段階説の対立を考えるとき、
従来
あまり認識されていなかったと思われるが、
二段階説といっ
ても厳密にいうと二つの見解が主張されてきた点に注意する必要がある。
す な わ ち 、
第一は、
構成員の思想・
信条の自由の侵害という問題を、
法人の
「目的の範囲」
(民
法四三条
)
の枠組みで判断することはできず
、「
協
力 義 務 の 限 界 」
(民法九O条)という枠組みでのみ判断することになるとする
立場
(二段階説Aと呼ぶこと
と す
る)であり、
第 二は、
構成員の思想・信条の自由の侵害という問題を、
まず法人の
「目的の範囲」
(民法
四三条
)
の枠組みで判断し、
仮に法人の「 目 的 の 範 囲 内
」と
なったとしても、
次に
「協力義務の限界」
(民法九O条)
と
いう枠組みで判断することができるとする
立場
(二段階説Bと呼ぶこととする
)で
ある。
前者の立場
(二段階説A)
に立つものは、
民法
四三
条が人権の私人間適用の媒介となる一般条項の役割を果
た す 適 格 性 を 欠 い て い る と 捉 え
、「
主観的権利を侵害するために客観法的に違憲というに等しい論理は、
見
人権保障に手厚いように見えるが、
構成員の
『自己の意に反して一定の政治的態度や行動をとることを強制さ
れ な い 自 由 」
としての思想の自由を確保する上では
、他
にあま り に 多 く の 衡 量 要 素 が 取 り 込 ま れ
る民
法四三条
論は、
あまり安定的な手法ではない」
と し て 、
民法
四
三条
は
「会員への義務づけが許される
限 度 の 問 題 と い っ
た 複 雑 な 要 素 か ら 純 化 さ
れ」
る
べ き で あ る と 主 張 す る 。
そして、
人権の私人間適用の媒介となる一般条項の役
割を民法九O条に委ねる。
す な わ ち 、
会員の「協力義務
の限界」
を超える義務づけが民法九O条
の公序良俗条
項を媒介項として無効化されるとの判断枠組みを用い
て
、
問題とされている具体的な法人の活
動の内容、
性質
(特に本来の目的との関連性の有
無、度合)
、構
成員に求められる協力の
内容
・
程度・態様等を比較衡量し、
思
想・
信条の自由の侵害の有無を判断すべきであると主
張 す る 。
国労広島地方本部組合費請求事
件は、
労働組合
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
の構成員から政治献金のための寄付を強制的に個別徴収した事案であったが、
一 審 が
「 目 的 の 範 囲
外」との判
断(一段階説)
を示していたに
も か か わ ら ず 、
最 高 裁は、「 目
的 の 範 囲 内 」 の 行 為 ではあるが会 員 の 「 協 力 義
務
の 限 界 」 を 超 え る と の 論 法 ( 二
段階説)を用いていた。
そこには、
思想
・信
条の自由の侵害という問題を、
「目
的の範囲」
(
民法四
三条
)
で扱うよりも
「協力義務の限界」
( 民 法九O条)
で扱う方が妥当であるとの判断が
あったものと推察される。
そ し
て、
税 理 士 会 最 高 裁 判 決 と 国 労 最 高 裁 判 決は判断枠組みが対立するとの 前 提 に
立 ち 、
法人の「目的の範囲外」
とした税理士会最高裁判決の判断枠組みを批
判し、
国 労 最 高 裁 判 決 の 判 断 枠 組
み の 方 が す ぐ れ て い る と 主 張 す る こ と に な
る。
西原教授の見解が、
代表的 で あ る 。
これに対し、
後者の立場
(
一一
段階説
B)
に立つも のは、
民法
四三
条が人権の私人間適用の媒介となる一般条
項の役割を果たすことを肯定する
一方、
活 動 自 体 か ら 思 想 ・ 信 条 の 自 由 の 侵 害 を 法
人の
「目的の範囲
外」
とす
る こ と が で き な い 場 合 に お い て
も、
会 員 の
「協力義務の限界」を超える義務づけが民法九O条の公序良俗条項
を媒介項として無効化されるとの判断枠組みを用い
て 、
問題とされている具体的な法人の活
動の内容、
性質
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( 特に本来の目的との関 連 性 の 有
無、
度合)
、
構成員に求められる協力の内容・程度・態様等を
比 較 衡 量 し 、
思
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想・信条の自由の侵害の有無を判断することができると主張する。
こ の 立 場は、
税理士会
最 高 裁 判 決 と 国 労 最
高 裁 判 決 の 判 断 枠 組 み を 合 体 さ
せ両立しうるとしたもので、
思想・信条の自由の侵害は、
法
人 の
「目的の範囲
外」
とされるケlスもあれば、
構成員の「協力義務の
限 界 」
を超えるとされるケlスもあ
り う る と 主 張 す る こ
とになる。
群馬司法書士会震災復興支援金事件の第二審判決は、
司法書士会が政党など政治資金規正法上の団
体に寄付する場合は
「目的の範囲外」
であると明言し、
思想・信条の自由の侵害を
「 目
的の範聞」
(民法
四三条
)
で扱うこ と を 肯 定 す る 一 方 、
司法書士会が被災者支援のために金銭的負担を求めることが思想
・ 信 条 の 自 由 の
侵害になるかを、
「 協 力 義 務 の 限 界 」
(民法九O条)
で
扱っており
(結論としては協力義務を否定すべき理由は
ないとしたてこの立 場に立ったものといえる 。
思うに、
民法四
三条 の 「 目
的の範囲」
は、
「法人の構成員の利益と第三
者の利益を適 当に調整するための
「一
般 条 項 』
的な
も の と し て 、
巧みに用いられて来た
といえる」
の で あ り 、
民法
四三
条が人権の私人
間適用の媒介
となる一般条項の役割を果たすことを認めた税理士会最
高裁判決の判例法理を否定する前者の見解
(二
段階説
A)は支持し得ない。
思想・信条の自由を侵害し構成員は協力義務を負わないとの結論を引き出すにあたって、
問 題 と さ れ て い る 具 体 的 な 法 人 の 活 動 の 内 容 、
性 質
(特に本来の目的との関連性の有無、
度合)
、
構 成 員に求め
られる協力の内容・程度・態様等を比較衡量
し 、
構成員の思想・信条の自由の侵害があると
の 判 断 が な さ れ る
場 合には、
法人の「目的の範囲外」
との判断を下して構成員が協力義務を負わないとすることは、
一般条項で
ある民法
四三
条の性質に鑑み可能と 考 え る 。
こ の 点 、
二段階説は、
「協力義務 の 限 界 」
の枠組みにおいて構成員
の思想信条の自由の侵害を比較衡量アプローチで判断しているが、
一段階説は
「目
的の範囲」
の枠組みで比較
衡量アプローチを用いることになる。
も
っとも、
前 者 の見解
(二段階説
A)
はそうすると民法
四三
条の判断が
一般条項は類型化の必要があ る とはいえ、
判断が不安 定 化 す る のはむしろその特質と
言うべく是認されるべきである。
西 原 教 授 の見解は、
民法
四三
条の判断が不安定化 す る こ と に 反
対しながら、
不 安 定 化 す る と い う が 、同じ一般条項である民法九O
条 の
「協力
義 務 の 限 界 」
の判断が不安定化することは容認する結果となっており、
一貫性に欠ける結論となっている。
紛 争 の 当
事 者 と し ては、
民法四
三条
の
「目的の範囲」の判断をいくら明確
に し た か ら と い っ て 、
民法九O条の判断で
「協力義
務」
を負
うか否かの判断が不安定であるならば、
判 断 が 不
安定であることに全く変わりはないのであ
る。
西原教授の見解を一貫したものとするためには、
民法四
三条
の
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
みならず民法九O条の判断も比較衡量アプ
ロ ー チ を 用 い ず 不 安 定 化 す る こ と を 避 け る 必 要 が あ る
が 、
そ う す る
と国労最高裁判決と抵触することになら
ざ る を 得 ず 、
西原教授自身の見解の論理破綻を招かざるをえないよう
に思われる。
瀧川助教授も、
同様に「一
段 階説では、
目的の範囲に関する判断と思想信条の自由に関する判断
が一体化された結果とし
て、
法人の権利能力の
射程
が 不 安 定 化 す る し 、
それと同時に思想信条の自由の保障も
不 安 定 化 す る 。
」
と さ れ る が 、
西 原 教 授 と 同 様 の 批 判 を 免 れ な い で あ ろ
う。
「安定」
と い う 点 では、
田中評釈
が
指摘するように、
「構成員の「思想・信条の自由
』という利益の保全を図るならば、
『 南 九 州 税 理 士
会政治献金
事 件 』
における判断枠組
(一段階説:::筆者
注)の方が、
抑も、
憲法一九条に抵触し得る行為類
型を法人の
「目
(お)
的の範囲』から排除し得ることから、
よ り 安 定
的で優れている」
と言うべきであろう。
おそらく西原教授は、
民法
四三
条が法人の対外的活動を規律する条文で対内
的活動
(対構成員との関係)
を規律する条文ではないと
の前提に 立 つ の ではないかと
も思われるが、
そもそも民法
四三
条は法人の活動
(権利能力
・行為能力)
の 限 界
を規定する条文であり、
対外的のみな
らず対内的関係においても法人が活動できる範囲を規定している条文で
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あると解すべきである。
税 理 士 会 最 高 裁 判 決 が 、
政治献金を税理士会の構成員から個別徴収したケl
スに関し、
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構成員の思想・信条の自由の侵害という観点から税理士会の政治献金を
「目
的の範囲外」
と し て 構
成 員は協力
義務を負わないと判断しており、
民 法
四三
条が対内的関係においても適用されることを前提として
いた点を改
めて想起すべきである。
西 原 教 授 が 、
税理士会最高裁判決の判断枠組みに否定的なのも、
こうし
た前提に立つ
ことに帰国するといえようが、
その前提自体にそもそも問題があり
(例えば、
税理士会は会員の指導
・連
絡・
監 督 と い う 対 内 的 活 動 を 行 う が 、
こうした活動が
「目的の範囲内」
で あ る こ と を説明できなくなる)
、支
持 す る
ことはできない。
この点、
後者の立場
(二
段階説B)
に立つなら、
民法
四三条
の「目的の範囲」
が 思 想 ・ 信 条 の 自 由
の侵害の
問題を扱う点は評価できるが、
税理士会最高裁判決と国労最高裁判決の判断枠組
みを安易に合体
させたため
に、
思想・信条の 自 由 の 侵 害 を 、
法 人 の 「 目 的 の 範 囲 外 」 と す る ケ l ス も あ れ ば 、
構 成 員 の 「 協 力 義 務
の 限 界 」
を超えるとするケlスもありうることになり、
その
区別を理論的に示すことができるのかという
難点を抱える
こ とになる。
どの程 度 の 思 想 ・ 信 条 の 自 由 の 侵 害 が あ れ
ば法人の「目的の範囲外」となり、
どの程度の
思想
・
信 条 の 自 由 の 侵 害 が あ れ ば 法
人の
「目
的の範囲内」
であるけれども構成員の「協力義務の限界」を超えるとす
ることになるのか、
両 者 の 質 的 差 異
を見出すのは困難であると思われる。
ところで、
高 木 評 釈は、
「一段階説に立てば、
当 該 決 定は
『目
的 の 範 囲 」 内 な の だ か ら 、
『協力義
務 』
が あ る 、
と い う か 、
あるいは「目的の範囲』
外 な の で 無 効 で あ る 、
と い う 二 者 択 一になろ
う。
構成員の協力義務を目的
の範囲に全て収めて、
島'2tgE
認
で割り切ることはできない。」
と 批 判 す る が 、
二段階説においても、
民法九
O条による
「協 力 義 務 の 限 界 」
の 判 断 で 最 終 的には協力義務を負うか 否 か の 二 者 択 一 の 判 断 を 行 っ て い
る の で
あ っ て 、
結局は二段階説も
「邑「2'gE
認
で割り切る」
判 断 を 行 う 点は同じというべきである
(民法四三条
でそ
の判断を行うか民法九O条でその判断を行うかの違い
に過ぎない)
。
ま た 、
高木評釈は、
「一段階説は『目的
の
範囲』
内か「目的の範囲』
外かに審査を全て託すため、
多数者の圧制と少数者による多数者の支配という二つ
の危険を常にはらんでいる。
」と
批判するが、
一段階説は一般条項であ
る民
法四
三条の「目的の範囲」を用い
て 、
多数者の圧制や少数者による多数者の
支配がおこらないよう的確に判断を下すのであり、
これは二段階説
が民法九O条による
「協力 義 務 の 限 界 」
の判断で多数者の圧制や少数者による多数者の支配がおこらないよう
判 断 を 下 す の と 全 く 同じといえる。
一段階説に
「多数者の圧制と少数者による多数者の支配という二つの危険
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
を常にはらんでいる。
」 と の 批 判 を 向 け る な
ら、
民法
九 O 条 で 「 協 力 義 務 の 限 界 」 の 判 断 を 行 う 二 段 階説も同様
の批判を 自 ら 受 け る こ とにならざるを得 な い と い う べ き で あ
る。
さらに、
高木評釈は、
「目的と手段の連関をす
べて目的に一元化することはできない。
」 と す る が 、
民法
四三
条の「目的の 範 囲 」は法人の活動 の 限
界を一般条
項として規定しているのであり、
特定の手段で構成員に協力義務を課す当該団体の活動は民法
四三条の
「目的
の範囲」
に
よる法人の 活 動 の 限 界 の 審 査 を 受 け る と い う べ く 、
当該
団体が特定の手段を選択して構成員に協
力
義務を 課 す こ と を 法
人の
「目的の範囲外」とすること
は当然許されると考える。
税 理 士 会 最 高 裁 判 決は、
構成
員から政治献金の資金を強制的に個別徴収した事案であったが
、強
制的でなく任意に徴収した事案であったな
(お)
ら ば 、
「目的の範囲内」
であったと解され、
政治献金の資金の徴収という目的のみならず強制的な個別徴収
とい
う特定の手段の選択
が 「
目 的 の 範 囲 外 」 と の 判 断につな
がっていることを想起すべきである。
高木評釈は、
「構
成員全員が団体名で政治的声明を出す決定に
賛成したとしても、
その声明に個人名を連ね
ることには反対す
る 、
というケlス」
を あ げ ら れ 、
これを二段階説でないと処理できないように解しているようであるが、
「 団 体
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名 で 政 治 的 声 明 を 出 す 決 定 」
は法人の意思
であるからそれだけであるならば法人の
「目的の範囲内」
であるが
、
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「 そ の 声 明に個人名
を連ねる 」 こ とは、
これに反対する者との 関 係 では個人名を出した く な い 構 成 員 の 信
条 を
侵害し法人の
「目的
の範囲外」であると解されるから、
一 段 階説でその処理は十分に可能と解される 。
す な わ
ち 、
法人としての意思と構成員としての意思はあくま
でも区別されるべきであり、
構 成 員 が た と え 法 人 の 意
思
決定自体には賛成であったとしても、
「個
人名を連ねる」という形で意思表明をさせられることには反対して
いるなら、
法人がこれを強制するのは、
構
成員の思想・信条の自由
(沈黙の自
由)
を侵
害するというべく、
法
(幻)
人の「目的の範囲
外」
になると解する。
結局、
高 木 評 釈 の 一 段 階説に対する批判は、
二段階説の方がより慎重
に審査がなされるのではないかというムlド
(幻想)
に支配されたものに過ぎないように思われる。
高 木 評 釈
lま
一段階説において
民法
四三
条の判断が
、二
段階説の
「協力義務 の 限 界
」(
民法九O条)の判断と同様に慎重
(お)
になされる点を看 過 し て い る 点
で、
妥当でな
いと考える。
むしろ、
二段階説の方には、
田中評釈が指摘するよ
うに、
「法人 の 決 議 自 体は
『目的の範囲内』
であるにも拘わらず、
その構成員に協力義務を要請し得ないという
(mm) 
思 考は混乱を招 き か ね な い 。 」
との難点があるというべきである。
こうしてみると、
結局、二段
階説を採るか否か
は、思想・
信条の 自 由 の 侵 害 が 問 題 と な る 場 面 で 、 「 目 的 の 範
囲 内 」 の 行 為 ではあるが会員の
「
協力義務」
はないという処理を行うことが必要なケlスが存在するか否かで
決 ま る と い え る 。
こ う し た 処 理 が 行 わ れ た 国 労 最 高 裁判決
は、
法人
(労働組合)
の 構 成 員 か ら 政 治 献 金 の ため
の寄付を強制的に個別徴収した事案である
が 、
同 様 の 事 案において、
税 理 士 会 最 高 裁判決
は、
税理士会の「目
的の範囲内」
の行為ではあるが会員の「協
力義務はない」
との 処 理 を 行 っ て も 同 様 の 結 論 を 導 く こ と が 可 能 で
あったにも拘わらず、
あ え て そ れ を 踏 襲 せ
ず 、
税 理 士 会 の
「目的の範囲外」であるとの判断を示した。
その意
味では、
最 高 裁において、
思想
・
信条 の 自 由
(憲法一九条)
が民法
四三
条を通じて私人間に間接適用され
る こ
と を 認めた税理士会最高 裁判決が下された以
上 、
国 労 最 高 裁判決は克服され た と み る こ と も で き 、
同事件も今
後は労働組合の
「目的の範囲
外」
で あ る
との判断を下すべきであるとみることもできなくはない。
そもそも国
労 最 高 裁判決は、
「目的の範囲」
を広く解釈する八幡製鉄政治献金訴訟大法廷判決の影響の下
で 、
換 言 す る な ら
「目的の範囲」
によ
るアプローチが事実上機能しない法状況の下で、
思想
・
信条の自由を保護するために、
憲
法二八条の団結権に由来する労働組
合特有の「統制権
」の
限
界 の 議 論 の ア プ ロ ー チ で 協 力 義 務 の 限 界 を 画
した
ものと評価できるが、
税 理 士 会 最 高 裁判決にお
いて思想・信条の自由を保護するた
めに「目的の範
囲」
で調
整
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
するアプローチが認められた現在におい
ては、
「目的の範囲外」
との判断も実務上十分に現実的可能性が
ある
(む)
と考えられる。
しかし、
国 労 最 高 裁判決が、
税理士会最高裁判決と
同じく法人の構成員から政治献金のための寄付
を強制的
に個別徴収した事案で あ っ たにもかかわら
ず、
あ え て
労働組合の
「 目 的 の 範 囲 内 」 の 行 為 で は あ る が 会 員 の
「
協
力義務」
は な い と の判断を行ったのは、
前 者 は
、政
治献金を、
法人の一般財産から支出することは認め
るが、
構成員から個別に強制徴収して支出する
ことは認めないとしているのに対し、
後者は、
政治献金を、
法人の一
般財産から支出する場合であろうと、
構成員から
個別に強制徴収して支出する場合であろうと認めないとす
る
(幻)
ためであったと推察することもできる。
ど
ちらの事案も、
政治献金を法人の一般財産から支出した場合では
な
いから、
法人の一般財産から政治献金をした場合
を判断する必要はなく、
判断したとしても傍論部分では
あ る
が(
前者ではその判断がなされている)
、こ
の点の相違を
両判決が念頭に置いていたとすれば、
二段階説はその
限り
において根拠を有することになろう。
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しかし、
法 人 の 政 治 献 金
を 、
一般財産から支出する場合と構成員から個別に強制徴収して
支 出 す る 場 合 と を
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区別し、
前者の場合は許される
が 、
後者の場合は許されないとの論理を私は「分離論」
と呼ぴ、
こうした
「 分
離論」
を 無 意 味 な 区 別 と し て 以 下 の 理
由 か ら 批 判 し て き た 。
すなわち、
法人の一般財産から政治献金を支出す
る こ と が 許 さ れ る と な る と 、
構
成員に事前に支出目的が知らされず反対の機会が与えられないという問題が生
じることになる。
また、
法 人 の 一 般 財 産 か
ら政治献金の支出を認めると、
会費名目で政治献金を強制されるに
(拠)
すぎず、
会員から徴収した金員
を政治献金するための抜け道を与えるに過ぎないともいえるし、
実態からみる
な ら ば 、
一般財産からの支出と個
別徴収からの支出という点では質的に差異がなく、「分離論」
は、
目的を 明 示
し て 個 別 徴 収 し た か 否 か の 区 分 で
しか意味をもたないが、
政治献金に使うことを知らせずに団体財産補充のた
めに会費の追加徴収を臨時にな
す 場 合は許され、
徴収
決議に基づいて政治献金であることを明示し法人の構成
員から個別に強制徴収する場合は許され
ないとす る のは、
政治献金に支出するという点では実
質上同じ行為で
あるのに、
使途を隠していれば法人
の支出を適法とする点でごまかしを奨励する不合
理な区別というべきで
(お)
(お)
ある。
そもそも、
「分離論」
は拠出者と 政 治 的
信条の一体化が生じたか否かの基準で両者を区別するが、毎年同
じ政党に政治献金している法人に会費を支出するのは、
拠出者と信 条 の 一 体 化 が 生じているか
ら、
この基準で
区別を正当化する「分離論」は無理が
あるといえる。
従って、
政 治 献 金 の 場 合 には、
徴収決議に基づいて法人
の構成員から個別に強制徴収する場
合であろうと、
法人の一般財産から支出する場合であろうと、
構成員の思
(幻)
想 ・ 信 条 の 自 由 を 侵 害 す る こ と に 鑑
み、
法人の
「目的の範囲外」になると考える。
そもそも、
二段階説は、
こうし
た無意味な
「 分
離論」
を帰結することになりうる巧妙な論法であり、「分離論」
と セ ッ ト に な っ て い る 点 を 看 過 す べ き ではない
。織
田教授が、
弁護士会のスパイ防止法反対運動を例にあげて、
法 案に賛成の弁護士から ス パ イ 防 止 法 反 対 運
動 の ための特別 会 費 を 徴 収 す る こ とは認められ
ない と し て 、 「 分 離
論 」
の 事
例で二段階説の有用性を説かれた
い
市川教授が「分離論」
を採用しつつ二段階説を
支持されてい
討
ことからも、
二段階説と「分離論」
がセットになっていることを裏づけることができ
よ う 。
し
かし、
「分離論」
に賛成されるならともかく、
前述
のよ
うに不合理な「分離論」
に反対されるなら ば 、
二段階
説は採用すべきで
ないといえよう。
また、
四宮
教授は、
法人の政治献金は
「一応目的の範囲内ではあ
るが、
もう一ぺん社会的妥
当性の判断を加え、
そしてまた目的の範囲の問題に返
ってくる。
そのような二
重構造になっていると考える
の
で す 。
」 と
分析し、
「 金 の 行 方 が ど う な る かは、
あまり本質的な問題ではない。
つまり、
どの政党を支持するか
、
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
どの政党に献金すべきかは、
個人が判断すべきだという見地から考えてい
くのです。
」
として、
法人の政治献金
を民法九O条の公序良俗違反ととらえ、
法人の政治献金を結局、
法 人 の 目 的 の 範 囲 外 と 解 さ
れ て い
れ
oす
なわ
ち 、
四宮
教授は、
法人の政治献金が構成員の思想・信条の自由を侵害するか
ら、
公序良俗違
反 で あ り 、
その結
果、
法人の「目的の範囲外」
になると解しており、
民法
四三
条違反と民
法九O条違反が同一の
判断になるとし
て一段階説
(
二段階説では両者が別々の判断になる)
に立っていた点を 改めて想起すべきで あ
る。
なお、
二段階説を採られる瀧川助教授は、
以下のように論ぜられる。
すなわち、
「そもそも
理論的に考えれ
ば 、
『全員一致の同意があった場合でも行いえない活動がある』
と い う 全 員
一致の限
界の問題と、
「多数決で決
定した場合でも少数者に協力義務を課しえないことがある」
という多数決の限界の問
題は異なる。
目的の範囲
の 問 題は全員一致の 限 界 の 問 題 で あ り 、
個人の協力義務の問題は多数決の限界の問題であ
る。
法
解釈としては、
前者の問題は民法
四
三条の解釈の問題であるのに対し、
後者の問題は民法一条、
九 O 条 等 の 趣 旨
を通じた憲法
の私人間適用の問題 と
な る 。 」 と さ れ る 。
し か し 、
税 理 士 会 最 高 裁 判 決は、
税理士会が
多数決で構成員全員か
ら
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政治献金のための寄付を強制的に個別徴収した事案であ
り、
全 員 一 致 の 限 界 の 問 題 で な
く多
数決
の 限 界 の 問 題
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であったにもかかわら
ず、
税 理 士 会 の
「目的の範囲外」
と の判断を言い渡し て お り
、民
法四
三条が多数決の限
界の場面で用いられることを認めている。
そして、
この事例のような場合、
そ の
趣 旨 を 一 貫 さ せ る ために、
反
対構成員の思想・信条の自由を侵害す
る限りで、
換言すれば、
多数決原理を反対構成員に義務づける限りで、
「目的の範囲外」
すなわ
ち無効と解し、
賛成している構成員に対しては「目的の範囲外」にならないと考える
(必)
(一部無効)
。他
方、
公序良俗違反において
は、
強行規
定またはその精神に違反する事項の発生を目的とする
行
為 、
人倫に反する行為、
射 倖 的 行 為 、
正義の観念に反する行為、
暴利行為などといった類型があるのであり、
こ れ らは全員一致の限界の 問 題 と し て 位 置 付 け ら れ る べ き 問 題 で あ る と い え
る。
例え
ば、
法人が贈賄罪
(刑
法
一九八条)に問われる政治献金を行った場合、
法人の行為は公序良俗
(民
法九O条)違反の行為といえようが、
これは構成員全員一致の行為であったとしても
行えない行為
(全
員一致の限界の問題)
と み る べ き で あ ろ う 。
「 目 的 の 範 囲 の 問 題は全員一致の限 界 の 問
題であり、
個人の協力義務の問題は多数決の
限界の問題で
あ る 。 」
と割り切る瀧川助教授の整理は、
理論的に問題があるといえよう。
ところで、
税 理 士 会 最 高 裁判決は、
思想・信条の自由
(憲法一九条)
が民
法四三
条を通じて私人間に間接適
用される こ と を 認めているのであり 、
思想・信条の自由の判断を
「目的の範囲」
によ
る限界の判断で行うこと
を可能にしているものであった
が、
会 員 の 権 利 侵 害 U 法 人 の
「目的の範囲外」という枠
組 み が 税 理 士 会 最 高 裁
判決で採用されてい る 点に鑑みる、ならば、
負担金の額という点についても、
会員に社会通念
上過 大 な 負 担 を 課
することは会員の財産権侵害となり法人の
「目的の範囲外」という
評 価 を す る こ と も
できると解される
(人権
の私人間効力における間接適用)
。
公序良俗違反であ
り、
その結果、
法人の
「目的の範囲外
」に
なると構成され
る四宮
説も、
この 場 合に最終的に法人の「 目
的の範囲外」
との帰結を導くこととなろう。
こうして、
法 人
の 「 目
的の範囲」
による限界の判断は、
構成員の思想・信
条の自由の侵害という観点のみならず、
構成員
の財産権の
侵害
(過大な金額の負担)
という観点でもなされる
ことが可能であることからすると、
司 法 書 士 会
最 高 裁 判 決
の判断で、
構成員の思想・信条の自由の侵害の判断と構成員の財
(必)
の判断がなされていた点に関しては、
「協力義務の限界」
の判断で行うのでな
く 、
む し ろ 法 人 の
「目的の範囲」
の判断で行う
ことが可能であったと解することができよう。
において、
「協力義務の限界」
(民法九O条)
産権侵害
(過大な金額の負担)
結 局 、
判例法理の混乱を解くカギは、
税理士会
最高裁判決の判断枠組みを貫徹することを通じて
解 決 す る こ
法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
とにあると考え る 。
四宮教授は、
公序良俗違反で
あ り 、
その結果、
法 人 の
「目的の範囲外」
になる
と構成さ れ
ていたが、
端的に法人の「目的の範囲外」
とすることに抵抗がある
(私は端的に法人の「目的の範囲外
」と
す
ることは税理士会最高裁判決が出された以上可能
と考え
る)
ならば、
構成員の人権侵害が問題となる場
面 で 、
公序良俗違反日法人の「目的の範囲
外」
と す る
ことを通じて一段階説を実現することも有用であろ
う。
(l)
拙稿
「災害救援資金の寄付と公益法人の目
的の範囲
|群馬司法書士会
震災
復興支援金事件の
東京高裁判決
を素材として
|」山院四
四号
一一 一一
頁
(一
九九九)、
拙稿「判批」判
時一八OO号一八三頁(二OO
三)、
拙稿
「群馬司法書士会
震災
復興支援
金事件の
最高裁判決
の意義と
その問題点」
判タ
一一O八号
一七頁
(
二OO
三)。
(2)
最判平成八
年三
月一九
日民集五O巻三
号六
一五頁。
(3)
最判昭和五O年一一
月二八
日民集二九巻
一O号一六九八頁。
(4)瀧川裕英「
集合行為と
集合責任の相克
群馬司法書士会事件
における公共性
と強制性」
法時
七
五巻八号一五頁
(二
OO
二一
)
は、
二段
階説が「学界でも多数説である」とされ
る。
また
、大
津浩
「私的団体の強制
加入性と構成
員の人権」
棟居快行ほか編
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「プロセス演習憲法』
一一頁(信山
社、
二OO
四)
は、
「学説でもこの「二
段階説』的な考え方を支持する者は
多く、
それは
これまで主流の考え
方であったといえる」とされる。
なお、
「一
段階説」
・ 「
二
段階説」
の名称
は、
私が用いた名称であるが
(拙稿・前掲注
(l
)「災害救援
資金の寄付と公益法人の目的の範囲
i群馬司法書士会
震災
復興支援金
事件
の東
京高裁判
決を
素材として
|」
一一
一一
頁)、
大津・前掲
一
一頁
・
三一頁、
瀧川・前掲一五頁・一
九頁で用いられて
いるほか、
小倉一
志「
判批」
北法五四
巻四号一八四
頁(
一 O
O三)、
高木康一
「判批」
専修法研論
集専修
大学大学院紀要三
四号二六頁(
二O
O四)
もこう
した名称
を用いて
いる。
(5
)
最判平成一四
年四月
二五日裁判集民二
O六号
二
三一三貝。
( 6
)岡田信
弘「判批」法教二六九号五
一頁(
二O
O
一二
)。
( 7
)シンポジウム「団体論
・法
人論
の現代的課題」私法
六六号四八頁(
二O
O四)。
( 8
)
前掲注(3)
最判
昭和五
O年一一
月二
八日。
(9)
広島
地判
昭和
四二
年二
月
二O日労民 八巻
一号
七
八頁。
( 叩
)広
島高判
昭和四八年一
月二五
日
判時七
一O号
一O
二頁
。
二審の判旨が、
政治意識昂揚資金を労働
組合の
「目的の
範囲外」
と判断して
い
ると解する見解もあるが
(外
尾健
「組合費
と労働組合の統制力の限界l国労
組合費
事件最高裁三判
決を契機と
して
l
」労判二
四五号五頁〔一
九七
六〕)
、
労働組合の「目的の範囲外」と明確に判
示して
いないので、
本文
の表現に留めて
お
くこととする。
(日)前掲注
(2)
最判平成八年三月一九
日。
この税理士会
最高裁判決を主任として
担当した闇部逸
夫前最高裁判
事
は、
「法人の
政治活動の自由 構成員の政治的自由というこつの価
値が
ぶつかった
時
に、
裁判所はどう判断を
下すのかという
点が間わ
れ
た」事
件に関し、
八幡製鉄政治献金訴訟大法
廷判決(最大判
昭和四五
年六
月二四日民集二四巻
六号六二
五頁)
は「構成
員の政
治的な自由を軽視
して
いる」
との学者からの
批判
が強かったことから、
税理士会最高裁判決は
前
者と異なった結論を出し、
「個人の思想・信条の自由に
相応の比重を置いた」と学
界から評価を受けたとされ、
次のような回想を書かれて
いる。
「私が
在籍した今
年(一
九九九年:::筆者注)
三月
までの十
年近
く
を振り返
って
みると、
就任当
時
と今とでは、
世代の違いが明らか
に現れて
きたような
気がする。
この十年間で
政治状況が大きく変わり、
新しいものを取り込もうとする雰囲気が出て
きた。
裁
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法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係
判官
の中にも、新しいこと
を実
現できるのではないかという期待が生
まれて
きたようだ。
判決の
中で、これまで
以上
にはっき
り物を言い、自分の考
えをはっきり表現して
いく傾向が生
まれて
いる感じがする。
」と
し、「これまでの大
法廷
判決は、思
慮深
い面がある一方で、
体制志向
がかなり働いて
いた点は否定でき
ない。
以前
と今の雰囲気は違って
おり、
大法廷を
随
時
聞
いて
、
新し 社
会的な
情勢に応じて
、前
の大法廷判
決を修正し、変更
して
いく姿が見えて
きて
いる。
過去の大
法廷
判決
の基本を維持
しながら、
新しい時
代の考え方を生
かした小
法廷
の判決を出して
いくのが苦
労するところである。官庁の
中でも裁判所が最も
先例踏襲という 著しい。
先輩
に対する
敬意
も働く。
結局
は、
先例は総論部分を尊重しつつ、事件ごとに異な
る各論部分で
勝負する傾向 生
まれて
いるようである。
」とされる(
朝日
新
聞一
九九九
年六月
二
五日
「私の見た最高裁判所
中
前最高裁
判事
園部逸夫氏
の回想」
)。
なお、
民法
四三条
は、
法人
一般に適用される根本理論
であると解するのが判例・多数説であり、
税理
士会最高裁判
決も、
税
理士会に民法四三条が
適用されること
を前
提として
いると解する(
八木良一・
最高裁判
所判例解説民
事篇平成八年
度(
上)
一
一事件評釈
〔法
曹会
、一
九九九
〕)
0
(ロ
)熊本地判昭和六一年
二月
一三日判時一 八
一号三七
頁。
(日
)福岡高判平成四年
四月
二四日判時一四一
一一
号三
頁
。
(比
)
前掲注(5)
最判平成一四年
四月
二
五日。
(日
)前
橋地判平成
八年二
一
月三日判時一六
二五号
八O頁。
(日
)
東京高判平成一一年
一一一
月一O
日判時一六七
七
号二
二頁
。
(口
)西原博史「判批
」ジュリ一O
九九号一O三
頁(一
九九六)。
(出
)西原博史
「判批」
受新
六二三号
二ニ
頁(
二OO三
)。
(凶)民
法九
O条がこうした役割を果たすことについて
は、
最
大判昭和四八
年一二
月一
一一
日民集二七
巻一
一号一五
三六頁、最判
昭和五六年三
月二四日民
集三五巻
二号三OO
頁、
最判平成
元
年六
月二O
日民集四三
巻六号三八
五頁、最判平成
元
年二
一月
一四
日民集四三巻
二一
号二O
五一頁参照。
(初
)柳川俊
一・最
高裁判所判例解説民
事篇昭和四
五年
度(下)
八八事件評釈(
法曹
会、
一九
七一
)。
こうした見
地から、
民法
四
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三条
を再評価
したものとして
、拙稿
「E555聞の再評価
」
新報一O八巻
五H六号一八七
頁以下
(
一一
00こ。
なお、
森泉教授も、「判
例や学説によ
り、しばしば
「目的遂行に必要な行為」と
いう表現が用いられるのは、相対立する、
法
人側の利益(
構成員の利益)
と相手方
や第
三者
の
利益の調整をはかるためであって
、一般
条項的な概念として
、
具体的妥当な
解決
をうるための道具として
である。
四三条は法人にとって
『両刃の剣』
であるとさえいわれて
いる
(幾
代『
民法
総則』一一
一
O頁)。
したがって
、こ
の場合に、
法
人の利益の保護をはかるべしという考
えが働くと、
それは厳格に解され
『目的範閤』
外
として
無効とされ
(
もっとも、
厳格に解されることが必
ずしも法人の利益になるとは限らないて法
人の利益を犠牲にし相手
方の利益保護の考えが働くと、広く『目的遂行に必要な行為』
として有効
になる。
そこでは両者の利
益衡量がなされ、
その判
断基準として、たとえば協
同組合型法人では、それが組合基金の維持・助成になるかどうかが意識的あるいは無意識的にとり
いれられて
いるように思われる。
しかし、究極的には、
法人側
を保護すべきか相手方の利益を保
護すべきか、その価値観に基
づく保護思想の相違によ
って
左右されると思う。
いずれにせよ、
いわゆる『目的遂行に
必要な行為』は、
一
般条項と同じよう
な機能を営んでいるといえる。」
と指摘さ
れる
(
森泉章
「非営利
法人の
『目的範囲
」外
の行為について」
林良平先
生還暦
記念
「現代私法学の課題と展望上
」
一五
頁以
下〔有斐閣、
一九八
一〕)。
(れ
)
憲法の
間接適用の媒介となる一般条項の役割
を、
民法
四
コ一
条の法
人の「目
的の範囲」は果た
すと指摘するものとして
、 西
原・前掲注(口
)一O二
頁、芹沢斉「
『人
権』
と法人の憲法上の権利の
享有」青法三八巻三
日四号四八
二頁(一
九九七
)、
橋本
基弘
「税理士会政治献
金訴訟
最高裁判決
|非政治団体の政治的自由と構成員の思想・信条の自由
補論l」
高知女子大学
紀
要
人文・社会
科学編四五巻三八頁(
一九
九七
)、拙稿「
政治献金と法人の目的の範囲
(一
了完)」山院四三
号四
四頁
(一
九九九)、
田中祥貴「判批」六
甲台論
集法学政
治学篇
四六巻
二号二
二五
頁(一
九九九)、
市川
正人
「判批
」ジュリ一
一七
九
号一
一
頁(
二
000)、
中島徹「団体の
決定と、
その構成員の思想・信条」法セ
五五三
号二
五頁
(二OO二、
大津
・前掲
注(
4)
八頁。
(辺
)法
人
の寄付の
金額の多寡で「目的の範囲」
は影響を受けると解され(
拙稿
・前掲注(
却)
二O五
頁)
、現
に
司法書士会最高
裁判
決の
深津反対意見と横尾反対意見は、
寄付の金額
が相当と認められる範囲を
超えるとして
「目
的の範囲外」
である
との判
断を示していたが、
この「相当
」と認められる範囲がいくらかという点につ
いて
は、
司法書士
会最高
裁判決でも判断が分かれ
たように、
裁判
官によ
って
判
断が分
かれる問題であることを想起すれば、「目的の範囲
」の
判断が
そもそ
も不安定であること
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はその性
質上
避けられないということは明らかであろう。
(お
)田
中祥貴「判批」六
甲台論
集法学政治
学篇
五O巻一号一五三
頁(二
OO三)。
(
担)
内田教授は、
「法人の機関が行なった決定に対する構成員
からの異議申立て
であり、
そのような紛争に
おいて
、
目的の範
囲は、
構成員の権利を守り内部的な責任を追及するための規
範(
いわば法人にと
って
の憲
法)
とし
ての
役割を演じて
いる。
こ
のような紛争は、
法
人の行為の対
外的な効力が目的の範囲との関係
で争われる紛争と区別する必要
がある。
災害の被害者に対
する寄付も、
贈与契約の効力が争われるのではなく、
当該法人がなすべき行為につ
いて
の内
部的な統制
(ガパナン
ス)
の場面
で問題とされる限り、
目的の範囲
の解釈は、
まさに本
来の目的にそくして
なされるべきであ
る。
」と述べて
(内
田貴
『民法I
総則・物権
総論』二四O頁以下
〔東京大学出版
会、
第三
版、
二OO
五〕)
、
法人
の「目的の範囲
」が対外的効力のみならず対内
的効力を有することを
認めている。
(お
)
高木・
前掲注(4)
二六頁。
なお、
高木
評釈は、
西原説を注で引用して
いるので、
二段階説
Aの立場であると思われる
(高
木・
前掲注(4)
三五頁
注四
五)。
(お
)
拙稿・
前掲注(
幻)
四六頁。
(幻
)「団体の名において一
定の意思表示がなされ、
それは自己の思想・意見に反するものであろう
とも、
それが意思表示にと
どまる限り、
少数意見の持ち主は、
自己の思想・信条の自由が侵されたと
か、
消極的表現の
自由が妨げられたと主張して
救済
を受ける必要はないように思われるので
ある。
」「
多様な思想・
意見の持ち主により構成されて
いることが明白で、
団体の名
において
表明される多数派の意思と異なる見解の持ち主が存在する
ことを周囲が当然とみなすような団体の場合、
団体の意
思表示にとどま 限り
少数派の市民
的自由が損なわれたとはいえないであろうから、
認め
ても
よいと思われる。
し
かし、
同様の意思が強制的な義務づけを伴 場合には、
それは
市民
的自由を侵害す
るものとして許され
ないであろう。
」と
指
摘
する
ものとして
、
芹沢
・注(
幻)
四八九頁以
下。
この点に関し、
東京地判平成四
年一
月三O
日判時一四三O号
一O八頁
(日本弁護士連合会
が、
スパイ防止法に反対
する
旨の
総会決議を行い、
また意見書の発表、
ニュースの配布等の反対運
動を行ったことに関する日本弁護士
連合会総会決議無効訴訟
の第一審判決)
の以
下
の判示は、
この部分に関する
限り正当である。
すなわち、
「社団たる法人は、
単なる
個人個人の
集合体
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とは異なり、
構成員個々人を離れた
別個独立の法的存在であ
り、
団体として
の独自の活動を認めら
れて
いるのであって
、団
体
として
行う行為とその構成員個々人の行為とは自ずから別個のものである
ことはいうまでもな
い。したがって
、団体が団体の
名におい
一定の
意見を述べ活動すること
が、
当然に、
その構成員各個人の意見ないしは活動と
同視されることになるわけで
はなく、
そのことが、
構成員個々人について
その思想なり
信条なりを強制的に
外部に開示させることになるわけではない。
こ
れを本
件について
みるに、
Yは、
国内の弁護士全員を強制加
入させて
いる団体
(法
人)
であって
、こ
のような多数の構成員か
ら成
る団体において
は、
団体内部の意思
決定機関において
、
多数
決により団体の運営ないし活動方針が
決定されて
いるので
あって
、
団体の行って
いる運動に顕現されて
いる意見が会員個人の意見と必ず
しも一
致して
いない
ことは周知のことである。
したが
て、
Yが
Yの名において
本
件法律案に反対
の意見を表明し対外的・対内的に活動を行うことが
、取
りも直さず会員で
ある
Xら個人個人も同法
律案に反対して
いることを意味
するとは、
必ずしも
一般に考えられて
は
おらず、
Xらがその意に反す
る思想、
信条
を開示させられて
いることにはならないというべきであるよな
お、
この問題に関する私
の見解につい
ては
、拙
稿「政
治活動と公益法人の目的の
範囲|日本
弁護士連合会総会決議無効
訴訟を素材として
|」山院
四五号
一七一一員以下
(
二0
00)
参照。
(お
)
古野教授は、
「目的の範囲」に関し二つの捉え方があるとされ、
「一
つは、
法人の構成員の権利・自由と
の関係で法人の目
的(
権利能力)
の範囲を決定する
仕方。
一つは、
先に
法人の目的(権利能力)
の範囲を原則として
決定
して
、
その後からその
例外
を検討する仕方。
」
があるとされる。前
者は
一段階説で、
後者は例外を「
協力義務の
限界」
(民法
九
O条)
で扱う二段
階説
であるといえるが、
古野教授は、
「目的の範囲
」の「結論
を先
に出して
議論
するか否かの違いでしかある
まい。
」
とされる(
古
野豊秋
「判批」ジユリ一
二四六号一O頁〔二OO三〕
)。
二段
階説は後述する「分離論」と結びつく点
で一
段階説と相違すると
考えるが、
一段階説において
「目的の範囲
」の判断が、
二段階
説の「協力義務の限界」の判断と同様に慎
重に
なされることを
裏付けて
いる点では正当と考える。
(却
)
田中
・
前掲注(お)
一五三頁。
(却
)前掲注(
日)
最大判昭和四五
年六
月二四日。
国労
最高裁判決が
昭和五O年一一
月二八日
に言い渡されて
いることを考えれ
ば、
この大法
廷判決の
強い影響下にあっ
たとみることができよ
う。
この点、
国労
一審判決(
前掲注(
9)広島地判昭和
四二
年
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一一
月二
O日)
が一段階説を採って
いる
のは、
八
幡製鉄政治献金訴訟
大法廷判
決の言い渡
される
前に下
された判決であることを
考えると、
「目的の
範囲
」
によるアプローチが機能して
いた法状況があったと考えられる。
(訂
)
大村教授は、
八幡製鉄政治献金訴訟大法
廷判決が
「法人の権利」をア
・プリ
オリ
に
一括して
承認したものであるとした上
でこれを
批判
し、
税理士会最高裁判決や司法書士会
高裁判決
(前掲注
(日
)東京高判平成一一年三
月一O日)
を契
機として
今
後は、
こうした立場でなく、
「団体での権利」
(団
体内部の個
人の権利)や「団体を
作る権利」
(団
結権や結社の自由)
といっ
た「
団体への権利」
という観点から、
「法人と人権」
の再検討
を加えて
いくべきであると指摘さ
れて
いる
(大村敦志「法人|
基礎的な検討」
法教二七O号四八頁以
下〔
二OO三
〕)。
国労
最高裁判決は、
最高裁において
「団
体への権利」という発想がな
い時
代の判決であり、
「協力義務の限
界」
というアプロー
チをとったのもやむを得ない面
があるともいえようが、
「団体への
権利」
が認められた税理士会最高裁判
決の後は、
「団体へ
の権利」
という観点を取り入れた「目
的の範囲」
アプローチを用い
るべきであるといえよう。
なお、
労働法学者
で国労
広島地方本部組
合費請求事件の
一審の「目的の範
囲外」とする構
成を支持
するものとし
て、
山口浩一郎
「判
批」
判タ
三O二号八
五頁
(一
九七四)。
(泣
)税理士会
最高裁判決は、
構成員から政治
献金を個別的に強制徴収した事
例であった
が、
協力義務の限界を超え許されない
と論じるの
でなく税理士会の政治献金を「目的の範
囲外」と論
じて
いることからすれば、
税理士会の一般財産からの
政治献金
の支出も禁止 解されると指摘する
ものとして
、
渡辺康行「判批」ジュリ一一一一二号二二頁(平成八年
度重
要判
例
解
説、
一九九七)、
拙稿
「法人の目的の範囲1政治献金は法人の権利能力の範囲
内か|」山院
三八号三O
五頁
(一
九九七)、
河内
宏「民法四三
条・五
三条1
五五条
(法
人が権
利を有
し義務を負う範囲
と理事
の代表権)
」広
中俊雄・星野英一
編「民法典の百
年E個別的観
察(
1)
総則編・
物権編
』五
二頁(
有斐閣、
一九
九八)
など。
なお、
税理士会最高
裁判
決の
調査官解説も、
「本
件決議は、
使途を明示した特
別会費の徴収の
決議であるが、
このような方法によらずに税理士会が政治献金を
一般会費によ
る
財源から支出した場合はどうであろうか。
本
件のように会費の徴収を問題にすることは困難であるが、
事実
関
係によっては少
なくとも金員の
寄付を決
定した役員の
責任が問題となるであろう。
」と
し
ている
(
八木・
前掲注(日)
一六三
頁)。
これに対し、
国労
最高裁判決のように、
「組合自身
による政治的支出を認めつつ徴収
決議の拘束力を否定す
る立場では、
右
支出は、
組合基金のうちからするか、
あるいは
使途の特
定されて
いない
一般組合費又は徴収
決議に応じて
任意に納付された資
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金によって
することになるのであろう。
」と
指摘されて
いる
( 佐
藤繁
「判
解」最高裁判所判例解
説民事篇昭
和五0
年度五六事
件評釈
五九
二頁
〔法
曹会、
一九七
九〕)。
(お)
こうした点を指摘するものとして
、川
口実
「労働組合の政党支持の自由
と統制権」季労
六七
号一八頁
(一九
六八)。
(担)
同様の指摘をするものとして
、日
本
弁護士連合会総会決議無効訴訟の原告らの主
張(「
『総会決議無効
訴訟』報告(
凶)
」自
正四三巻九号一四七
頁〔
一九
九
二〕)。
「分離論」
はこの点に関し、
「組合が組合費名目でこれを徴収すること
も、
実質
は
組合が
単なるトンネルとなるのにすぎない」から、
許されないとして
い
るが
(佐藤・前
掲注
(勾)
五九
二頁)
、一
般
財産からの支出
は許され との論理がその限りで破綻して
いることを物語るものであろう。
(お
)樋口教授は、
「強
制加入団体でないからといって
、特
別
徴収による費用調達以外なら、
醸出した団体構成
員個人の意思に
かかわらず献金が
当化されるのは、
なぜなのだろうか。
使途を特定した特
別徴収とそうでない場合との聞に、
当事
者の心理
のちがいをこえた論理のちがいがあるとしたら、
少なくとも、
それは説明を要することがらであろ
う」
と指摘される
(樋
口陽
一『
憲法
近代知の復権へ
』一
二五頁
以下〈
東京大学出版会、
二OO
二〉)
。
(お
)佐藤・
前掲
注(
辺)
五九
二
頁以下。
(幻)
労働組合の政治献金に関し、
組合員からの個別
徴収のみならず、
組合基金からの支出も否定する見解として
、片
岡昇
「判
批」
判
評八八号
一八頁以下
(一九六六)
、
川口・
前掲注(
お)
一六頁
以下、
籾井常喜
「政治活動の自由
と組
織統制の限界」季
労七
一号四六頁
(一九六
九)、
西谷敏
「労働組合の政治活動と内部関係
|主として
政党支持問題を中
心として
」労旬
八七
三号
一八
頁・
二四頁(
一九
七五
)、
石川吉右衛門
『労働組合法
」五四頁以下(
有斐閣、
一九七
八)、
下
井隆史
『労使関係法』
四一
頁
以下
(有斐閣、
一九
九五)、
菅野和
夫「
労働法』
四九四
頁(
弘文堂、
第五版補正二版、
二OO一
)
などがある。
ま
た、
分離論
を批
判す
るものとして
、
蟻川恒正「思想の自由と団体紀律」
ジュ
リ一O八九号
二O
三頁以
下(一
九九六)、
長谷部恭男
『憲法』
二二
O頁(新
世社、
一九
九
六)、
拙稿
・前掲注(
辺)
三O四
頁以下、
甲斐道太郎「判批」リ
マ1クス一五号一
O頁(一九九七
)
などがある。
(お)
大樟・前掲注
4)
一
一一
頁も
、「
一 段
階説」の論
理の立て
方で
は、
「たとえば一般会
費を値上
げし、
そのなかに政治献金や
支援金に回る分を組み込むことで、
構成員には納入を
強制される金員と、
この構成員が
反対の意見をもっ政治献金や支援金
の
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拠出との直接のつながりを暖味にすれば、構成員
の思想・信条の自由に対する具体的な侵害性も薄まり、公序良俗
違反にはな
らないという主張が成り立ちゃすくなる。」と指摘される。
(ぬ
)織田
博子
「判批」リ
マ!クス二
七号
二
二頁
(二OO
一二)。
なお、
日弁連スパイ防止法反
対運動事件において
、日
本弁護士連
合会がスパイ防止法に反
対するため
一般財
産から費用を
支出した場合に関し、
第一審(
前
掲注(
幻)東京
地判平成四
年一
月三
O日)
はスパイ防止法反対運動への支出が構成員
からの個別徴収でなく
一般
財産からの支出であることから許されるとした
が、
第二審
(東京高判平成四年
二一月
一一
一日自正四四巻
二号一O一頁)・最
高裁
(
最判平成一O年一一一
月二
二日自正四
九巻五号
一二三
頁)
は、
こうした分離論を不当と考えたため
か、
特
定の政治
上の主義、
主張や目的のための意見でなく、
法理
論上の見
地からの意見の表明であるから、
目的の範囲
内と判断して
いる点は注意を要する。
織田
教授の事
例で、
「分
離論
」を
用いるこ
とに
最高裁は反対であり、一般財産から費用を
支出する場合であろうと、構成
員から個別に強制徴
収して支出する
場合であろ
うと、
法
理論
上の見地からの意見の表明で
あるから日弁連は行
えると解して
いると考える。
(却
)
市川・前
掲注
(幻
)一
一頁。
なお、
市
川教授は、
法人が構成
員の自主的な拠出に基づき金銭の支出をすることができるこ
とを二段階説の有用である例と
して掲げて
いるが、
任意の拠出と強制的な個別徴収とを、
「協力義務の限界
」の
枠組み
で判断
しなくて
も、
法人の
「目的の範囲
」の
枠組みで判断できる
(一段階説)
と考える
(前
掲注
(部
)
が付された本文参照)。
(叫
)鈴木竹雄ほか
「会社の政治献金の法
律問題l
東京高
裁の判
決をめぐって
l」
ジユリ三四
三号三六頁以
下〔
四宮和
夫発言〕
(一九六六)
。
(必
)
瀧川・前
掲注
(4)
一五頁。
(必
)佐藤・
前
掲注(
認)五九
三頁
は、「当該臨時
組合費の徴収を目的の範囲外とすると、
その徴収決議は、単に強制力
(拘
束
力)
を有し
ないというにとど
まらず、絶対的に無効となるから、決
議に賛成して
納付した者に対して
も返
還すべきことになる」
と
危倶されて
いたが、
税理士会最高裁判決はこうした問題が
あるにもかかわらず「目的の範囲外」
との判
断を示したし、
本
文の
ように
一部無効と解するならば、
こうした問題
を回避することが
でき、「目的の
範囲
」
によるアプローチの難
点は克服される
と考える。
もっとも、「目的の範囲
」に
おいて
、一
部
無効という効果
を導くことには抵抗があるかも知れない。
しかし、
司法
書士会最高裁判
決の深津反対意見と横尾反
対意見は、
寄付の金額(三
000万円)
が過
大で
あって
相当と認められ
る範囲を超
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えるから、「目的の範囲外
」であるとの判
断を導いて
いた。
私は、
法廷意
見と同じく
「目的の範囲
内」
であると考え
るが、
仮
にこの
立場を前
提とするなら、
相当と認められる額
(例
えば、
一
OOO万円)
を超える限
度で「
目的の範囲外」
(一部無効)
との判
断を下すことは、
理論的に可能というべきである。
(叫
)鈴木竹雄ほか
「会社の政治献金
|最高裁大法
廷判決をめぐって|」
ジュリ四六O号
一一
一頁〔
星野英一
発言
〕
(一
九七
O)
は、
会社の政治献金を、
構成員の全員が
一
致して
もで
きない行為(
民法
九O条の問題)
と考える
べきでなく、
民法
四三条の問
題とすべきであると指摘される。
(布
)司法書士会
最高裁判決(前掲注(5)
最判平成
一
四年四
月二
五日)
は、
「本
件負担金の徴収は
、会
員の政治的又は宗教的立
場や思想信
条の自由を害するものではなく、
また、
本件負担金の額も、登記申
請事件一
件につき、
その
平均報酬約二万一
00
0円の0・
二%強に当たる
五O
円であり、
これを
三年間の範囲
で徴収するというもので
あって
、会員に社 通念
上過
大な負担
を課するものではないのであるから、
本件負担金
の徴収について
、
公序良俗に反するなど会員
の協力義務を否定すべき特段の
事情があるとは認められな
い」と判示している。
(必
)
大津・前
掲注
(4)
一一一頁は
、「
一段
階説」
に立つと、「徴収額 多寡や特
別会費として
の徴収か否かは問題でなくなる
」
と指摘される 、「一段階説」の立場 も「徴収額の多寡」は問題となりうると考える。
【付記】
本 稿は、
平成時年
度専修大学研究助成に
よる研究成果の一部である。
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